
1 . 背景

2 . 国の動き（法改正・事務連絡）
令和3年 下水道法を含む「流域治水関連法案」公布・施行

・ 流域全体を俯瞰し、あらゆる関係者が協働する「流域治水」の実現
・

12月 国土交通省　事務連絡（国交付金の配分対象の追加）

3 . 本町下水道事業のこれまでの雨水整備
平成3年から5年

その後、大規模な浸水被害が発生していないため、町事業では汚水優先で整備
令和4年

雨水整備の業務一元化の組織改編（下水道河川課・河川農水室）

4 . 雨水対策から雨水管理へ

※　内水浸水とは
・ 大雨時に水路や下水道管の処理能力を超えて水が溢れ、低地などが浸水すること
・ 外水（河川氾濫）に比べ

「発生頻度が高い」
「浸水被害の発生までの期間が短い」
「河川から離れた地域でも被害が発生」 などの特徴がある
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　⇒　熊取町該当
内水浸水想定区域図の作成が必要

今 後 の 雨 水 整 備 に つ い て

　近年、降雨の局地化・集中化・激甚化や、都市化の進展等に伴い多発する浸水被害が全国的な
問題となっており、本町においても、以前は発生しなった箇所での道路冠水や、浸水被害の発生
頻度・範囲の拡大が想定される状況にあり、浸水対策に向けた事前防災・減災のための雨水管理
総合計画の策定が必要となっている。

雨水管渠を所管している全ての団体において、想定最大規模降雨に対する区域
の指定が義務付け

令和8年度以降の下水道事業に基づく雨水整備事業は、想定最大規模降雨の内水浸水想
定区域図作成済みであること

　⇒　令和７年度末（令和8年3月）までの作成が条件

浸水被害のあった大久保地区において、地蔵川雨水幹線整備
　（大阪外環状線側道から熊取西交差点）

　全国的に従来の浸水対策は、浸水被害が発生した地域での、事後対応を中心とした整備がほと
んどであったが、近年では「事前防災・減災」等の観点から、内水浸水リスクを評価した上で、
優先度の高い地域を中心とした計画的な対策を実施する方向に、転換されている。
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5 . 内水浸水想定区域図（内水浸水リスクの評価）
： 1,328ヘクタール　下水道全体計画区域（近畿自動車道より下流）
： 計画降雨 mm／時間 10年確率

既往最大降雨 mm／時間 過去の最大降雨
想定最大規模降雨 mm／時間 1,000年確率

： 「浸水区域」「浸水深さ」「浸水継続時間」
： 国補助率　１／２
： 令和7年度末（国事務連絡）
： 作成済　４市町　「岸和田市」「貝塚市」「泉佐野市」「田尻町」　

未作成　４市町　「熊取町」「泉南市」「阪南市」「岬町」

6 . 内水ハザードマップ

記載項目（例）
浸水に関する情報
・ 「想定最大規模降雨」における浸水範囲、浸水深（床上浸水・床下浸水の区別）
・ 対象降雨（1時間最大雨量）
・ 気象情報・警報の内容 など
避難に関する情報
・ 避難場所
・ 避難時危険個所（地下道・アンダーパス・大きな水路）
・ 避難情報 など

7 . 雨水管理総合計画

計画で定める主な事項
・ 浸水対策を実施すべき区域　・・・　「どこを」
・ 浸水対策の目標・整備水準　・・・　「どの程度」
・ 計画期間や段階的な対策　  ・・・　「いつまでに」

8 . 今後のスケジュール（案）

対 象 区 域
想 定 降 雨 56
（3パターン） 67

147
確 認 デ ー タ
財 源
作 成 期 限
近 隣 市 町

１）

２）

　内水ハザードマップは、内水浸水発生時に、住民等が自主的に避難行動等を起こすことができ
るよう作成するもの。
　「想定最大規模降雨」のデータを用いて、浸水に関する情報の他、避難に関する情報等も掲載
し公表。

　雨水管理総合計画は、内水浸水リスクを踏まえ、下水道による浸水対策を実施すべき区域や整
備水準、整備方針等の基本的な事項を定め、効率的かつ総合的な浸水対策の実施を図るための計
画。

業務内容 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

5
内水浸水想定
区域図作成

6
内水ハザードマッ

プ作成・公表

7
雨水管理総合

計画作成
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○河川農水室 ○下水道河川課

浸水が発生し局地的に
早急な対応が必要な箇所

・浸水実績の把握
・次回内水浸水想定区域図策定に反映

○　雨水整備フロー図

 令和５年度

　内水浸水想定区域図作成
　　・想定降雨　計画降雨・既往最大降雨・想定最大規模降雨　　　　　　　

　　・作成区域　1,328㏊　近畿自動車道より下流

　　業務委託料　国補助率１／２
　【国通知】

　　令和７年度末　想定最大規模降雨 

 令和６年度　

　　内水ハザードマップ作成・公表

令和５年度

　 朝代地区水路現況調査
　・浸水箇所の付近の現況を調査

し、整備（案）の検討

　業務委託料　町単独費　

雨　水　整　備

令和７・８年度

雨水管理総合計画の策定・公表
　・浸水対策を実施すべき区域

　・浸水対策の目標・整備基準

　・計画期間や段階的な対策

業務委託料　国補助率　１／２

令和９年度以降

雨水整備事業の実施
・補助金を活用した整備　

　

  業務委託料及び工事費　国補助率　１／２

・開発指導要綱の見直し検討
　 雨水浸透・貯留施設による流出抑制対策など

・既存ストックの活用検討
　道路側溝・雨水管・農業用水路等の活用

・下水道ビジョンに雨水整備計画の追加
　中間見直しに合わせて、令和７年度項目を追加

令和４年度

雨水対策に対応する組織見直し
・下水道河川課、河川農水室　発足

雨水管・河川・農業用水路・ため池の整備、改築、維持管

理の組織統一

浸水被害実績の把握
・全庁に浸水被害実績箇所の調査依頼及び過去の実績

による浸水箇所の把握

令和８年度

公共下水道（雨水）認可変更業務

整備必要な国補助金の確保
・浸水対策を実施する区域において認可変更および拡大

　業務委託料　国補助率１／２

・既存ストックの把握と活用検討

・財政計画

浸水発生後対応

　・局所的な浸水対策の実施

　・・雨水総合管理計画との整合

・内水浸水想定区域図作成において、 浸水

災害の未然防止や被害低減が必要と判断　令和６・７年度

　 朝代地区浸水対策

　設計・工事
　　業務委託料及び工事費

　　　町単独費　
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